
2008年国際経済学会関西部会報告

『経済 通貨統合と拡大に伴う『経済･通貨統合と拡大に伴う
ヨーロッパ経済の変容ッ 経済の変容

ｰ労働市場の変化を中心にｰ』

立命館大学国際関係学部 星野 郁



報告概要報告概要

1. マクロ経済面および資本・労働の対抗関係から見
たヨーロッパ経済の歴史的変遷－4つないし5つの
時期 分と れぞれ 期 特徴時期区分とそれぞれの期の特徴－

2. 90年代半ば以降のヨーロッパ経済の復活の背景

3. ヨーロッパにおける労働市場改革と雇用及び労使
関係の変化関係の変化

4. リスボン戦略とFlexicurityアプローチの評価

5 ヨ ロッパの社会モデルと経済の行方5. ヨーロッパの社会モデルと経済の行方



1. マクロ経済面および資本・労働の
対抗関係から見た パ経済対抗関係から見たヨーロッパ経済
の歴史的変遷の歴史的変遷

1. 50年代から60年代末までの黄金期(高成長期）

関税同盟の形成を通じた経済統合の進展

雇用・経済成長優先のマクロ経済政策・為替レート雇用 経済成長優先のマクロ経済政策 為替レ ト
政策

国家による産業の保護・育成(選択的な信用配分や国家による産業の保護・育成(選択的な信用配分や
国有化、補助金等の保護・育成措置の提供）

高い労働生産性と賃金の伸び 労働分配率の上昇高い労働生産性と賃金の伸び、労働分配率の上昇

所得の増加→内需の拡大→投資拡大の好循環

福祉国家の形成



2 70年代半ばから80年代前半までの不況期2. 70年代半ばから80年代前半までの不況期

ブレトンウッズ体制の崩壊、石油危機、世界恐慌を経て、
長期不況へ長期不況へ

経済統合の後退(非関税障壁による保護）

60年代末から労働者の攻勢（ネオコーポラティズムの60年代末から労働者の攻勢（ネオコ ポラティズムの

確立）を経て労働分配率がピークへ。労働生産性を上
回る賃金上昇

ヨーロッパの産業の競争力・利潤率の低下

ケインズ主義の失敗

ヨーロッパの労働市場の｢硬直性」や行過ぎた福祉国家
への批判の台頭

域内市場統合の推進（ネオリベラル路線への転換）



3 80年代半ばから90年代半ばまでの調整期3. 80年代半ばから90年代半ばまでの調整期

域内市場統合およびEMUが軌道へ

財政・金融両面での強力なディスインフレ政策
を通じた物価・賃金の抑え込みと為替相場の安
定、それを通じた競争力の回復(特にフランス）

労働分配率と実質賃金の趨勢的低下へ。賃

内需の低迷と高失業。Two-handed approach
の拒否。マーストリヒト不況。ヨーロッパにおけの拒否。マ ストリヒト不況。ヨ ロッパにおけ
るケインズの死。

外需(特にアメリカ）依存型成長外需(特にアメリカ）依存型成長



4. 90年代後半から現在まで（拡大（2004年）4. 90年代後半から現在まで（拡大（2004年）
の前と後にさらに時期区分）

域内市場統合とEMU さらには経済のグロー域内市場統合とEMU、さらには経済のグロ
バル化の影響が本格的に発現。ヨーロッパの
国家、企業、労働者の間におけるレジーム競争国家、企業、労働者の間におけるレジ ム競争
（税制や社会保障制度、労働条件や労働コスト
をめぐる競争）の激化

労働分配率や実質賃金低下の継続。ヨーロッ
パ経済の競争力回復と利潤の上昇

2004年のEUの中東欧への拡大が拍車。拡大
EUレベルで賃金水準や労働条件の平準化の
プ 中東欧 賃金水準 昇 欧停滞）プロセス(中東欧の賃金水準上昇、西欧停滞）

成長の回復と併せて失業率の著しい低下

ヨーロッパ経済の復活へ!?



Source: European Commission(2007), Employment in Europe 2007, p.240.



Source: European Commission(2007) Employment in Europe 2007 p 240Source: European Commission(2007), Employment in Europe 2007, p.240.



Source: Ilzkovitz, F., Dierz, A., Kovacs, V. & Sousa, N. (2007), ‘Steps towards a deeper , , , , , , ( ), p p
economic integration: the Internal Market in the 21st century, A contribution to the 
Single Market Review ’, European Economy, Economic Papers, No.271. p.46. 
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Improvement of 
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Pay developments 
2006, p.4



Source:  Deutsche Bundesbank(2007), The labor market in Germany: general 
developments in an international context’, Monthly Report,  January,  p.33.



2 ヨーロッパ経済復活の要因2. ヨーロッパ経済復活の要因

1. 労働分配率・実質賃金の低下（＝利潤の増
大）

80年代以降の趨勢的な労働分配率・実質賃金
の低下。60年代よりも低い水準へ。アイルランの低下。60年代よりも低い水準へ。アイルラン
ド（ケルトの虎）のケース：1980年から2006年の
間平均－2 62％。他のほとんどのヨーロッパ諸間平均 2.62％。他のほとんどのヨ ロッパ諸

国でも低下。ユーロ圏で構造的な不況に苦しむ
ポルトガルのケース：1990年代以降労働分配ポルトガルのケ ス：1990年代以降労働分配
率の低下が停止。



Source: European Commission(2007) Employment in Europe 2007 p 244Source: European Commission(2007), Employment in Europe 2007, p.244.



Source: European Commission(2007), Employment in Europe 2007, p.242‐3.



何故労働分配率の趨勢的な低下や実質賃金の下落
が起きているのか？

技術の変化：高い労働コストが省労働力(資本集約）的な(
技術へのシフトを通じて労働力の過剰を生み、労働分配
率の低下や失業の増加をもたらした。

知識資本主義への移行：少数派の高スキルの労働者の
所得を増加させる一方で、多数派の中・低スキルの労働
者の所得を低下させた者の所得を低下させた。

経済のグローバル化に伴う国際競争の激化：途上国(特
にヨーロッパの場合は中東欧諸国の安いコストの労働にヨーロッパの場合は中東欧諸国の安いコストの労働
者）との競争

株主資本主義・ファンド資本主義と呼ばれるコーポレート株主資本主義 ファンド資本主義と呼ばれるコ ポレ ト
ガバナンスの変化

労働市場の諸制度（労働組合の組織率、賃金・労働条件労働市場の諸制度（労働組合の組織率、賃金 労働条件
交渉、雇用契約や労働法制等）の変化



Source: European Commission(2007) Employment in Europe 2007 p 258Source: European Commission(2007), Employment in Europe 2007, p.258.



実質賃金の引き下げが経済の復活をもたらしたドイ実質賃金の引き下げが経済の復活をもたらしたドイ
ツのケース

ユ ロへの参加により名目為替レ トが固定された下でユーロへの参加により名目為替レートが固定された下で
の物価・賃金の抑制→実質為替レートの減価を通じた国
際競争力の回復→輸出の拡大を通じた企業収益の改善
→景気拡大へ

（かつてのブレトンウッズ体制下のそれとほとんど同じ経
済発展パタ ン）済発展パターン）

しかし 賃金の抑制は個別企業あるいは個別国民経済にしかし、賃金の抑制は個別企業あるいは個別国民経済に

とっては競争力の改善につながるが、マクロ経済的には

内需抑制、また他国との関係では近隣窮乏化策になりう内需抑制、また他国との関係では近隣窮乏化策になりう

る。いわゆる｢実現問題」。これを救ったのが、外需（アメリ

カ、EU内ではイギリス、スペイン、中東欧等）の拡大！、 、 、 東欧 拡



Jansen, H.(2005), Domestic gloom and export boom: a look at GermanJansen, H.(2005), Domestic gloom and export boom: a look at German 
competitiveness, ECFIN Country Focus, European Commission, Vol.2. Issue 6, p.3.



Jansen, H.(2005), Domestic gloom and export boom: a look at German 
competitiveness, ECFIN Country Focus, European Commission, Vol.2. Issue 6, p.2.



2 低金利と高利潤によって生じた資産価格の2. 低金利と高利潤によって生じた資産価格の
高騰及びそれによる消費・投資拡大(資産
効果）効果）

アメリカ及びヨーロッパ諸国で生じた不動産や
金融資産価格の上昇（ 企業収益や配当の増金融資産価格の上昇（←企業収益や配当の増
大）→資産所得の急激な増加→実物投資よりも
不動産や金融資産への更なる投資→資産効果不動産や金融資産への更なる投資→資産効果
による経済成長の牽引

VSVS.
黄金期の経済成長パターンとの対比：

50 60年代は継続的な賃金の上昇（労働分配率50,60年代は継続的な賃金の上昇（労働分配率
の増加）が消費（内需の拡大）を生み、経済成
長や雇用の拡大へ長や雇用の拡大へ。



Source: IMF(2007), World Economic Outlook, October, p.72.



加熱する中東欧諸国（特にバルト諸国）の景
気とリスク気 リ ク

– バルト諸国では、賃金と不動産、金融資産価格
の上昇が一時に生じている 巨額の資本流入にの上昇が 時に生じている。巨額の資本流入に
よる信用の増加と著しいインフレ（資産インフレも
含む）の発生 ブーム及び事実上のユーロペッグ含む）の発生。ブ ム及び事実上のユ ロペッグ
の結果としての著しい経常収支不均衡の発生
（アジアの通貨危機前夜の状況に酷似） 賃金の（アジアの通貨危機前夜の状況に酷似）。賃金の
増加は、労働力の西欧向け流出による人手不足
が大きな要因 生産性の上昇の伴わない賃金のが大きな要因。生産性の上昇の伴わない賃金の
上昇は、いずれ限界にぶつかる。



Source: IMF(2007), World Economic Outlook, October, p.89.



Source: IMF(2007), World Economic Outlook, October, p.90.



Source: IMF(2007), World Economic Outlook, October, p.79.



3. EU諸国における労働市場改革と
雇用・労使関係の変化

1. ９０年代末以降のEU諸国における労働市場改革
の特徴

EU諸国における労働市場改革の内容、取り組みの度
合いは国によってまちまち。

正規雇用の領域では 大きな改革は行われず正規雇用の領域では、大きな改革は行われず。

一般に、ユーロ不参加国（特にデンマーク、スウェーデ
ン）が労働市場改革に熱心で、成果を挙げている。ン）が労働市場改革に熱心で、成果を挙げている。
EMUの構造改革への圧力は限定的？

ユーロ参加国で目立つのは、非正規雇用分野における
規 緩 例 解 規 緩 時労働市場の規制緩和（例．解雇規制の緩和、労働時間

の弾力化、退職スキームの見直し、職業斡旋・ワーク
フェアの強化など）。フェアの強化など）。



Source: Duval, R.& Elmeskov(2006), The Effects of EMU on structural reforms in labour and product 
markets, ECB Working Paper, No.596, p.20.



Source: Duval, R.& Elmeskov(2006), The Effects of EMU on structural reforms in labour and product 
markets, ECB Working Paper, No.596, p.20.



Source: Duval, R.& Elmeskov(2006), The Effects of EMU on structural reforms in 
labour and product markets, ECB Working Paper, No.596, p.22.



Source: Duval, R.& Elmeskov(2006), The Effects of EMU on structural reforms in labour and product 
markets, ECB Working Paper, No.596, p.21.



表3

出所 ETUC/CES, BUSINESSEUROPE, UEAPME and CEEP（2007）, Key Challenges 
facing European Labour Markets: A Joint Analysis of European Social Partners.p.21.



2 EU諸国における雇用構造の変化2. EU諸国における雇用構造の変化

1. 雇用の改善とその内容

急速な雇用の増加に伴う失業率の急激な減少
（特に2005年以降、中東欧諸国で顕著）（特に2005年以降、中東欧諸国で顕著）

女性及び中高年労働者の雇用の増大。他方、
若年雇用の伸びは停滞 長期失業も停滞若年雇用の伸びは停滞。長期失業も停滞。

サービス産業を中心に、労働生産性の低い、低
賃金の非正規雇用（パ トタイム 有期限雇賃金の非正規雇用（パートタイム、有期限雇
用）の著しい増大



2 雇用増加の背景2. 雇用増加の背景

景気回復、中東欧経済の成長

賃金 穏健化賃金の穏健化

労働市場改革の「成果」：非正規雇用の規制緩
和 失業給付制度 社会保障制度改革等和、失業給付制度、社会保障制度改革等

しかし、それほど抜本的な労働市場改革が行われ

ない中での雇用の急速な改善は、「ヨーロッパの労

働市場の硬直性」の批判への疑問を提起。他方、

雇用の改善は見たが、労働生産性の低迷、労働者雇用の改善は見たが、労働生産性の低迷、労働者

のスキル別所得格差拡大へ（スウェーデン、フィン

ランドでさえ格差拡大!）ランドでさえ格差拡大!）。



図2 図3

Source:  Deutsche Bundesbank(2007), The labor market in Germany: general 
developments in an international context’, Monthly Report,  January.  p.37& p.41.



図4

Source: European Commission(2007), Annual 
Report on the Euro Area-2007. p.23.



Source: European Commission(2007), Employment in Europe 2007, p.70.



日米EU三極における労働生産性の変化

Source: IMF(2007), World Economic Outlook, October, p.22.



Source: European Commission(2007) Employment in Europe 2007 p 258Source: European Commission(2007), Employment in Europe 2007, p.258.



Source: European Commission(2007) Employment in Europe 2007 p 259Source: European Commission(2007), Employment in Europe 2007, p.259.



Source: European Commission(2007) Employment in Europe 2007 p 259Source: European Commission(2007), Employment in Europe 2007, p.259.



H j T (2007) Gl b li ti d I I lit A EHarjes, T.(2007), Globalization and Income Inequality: A European 
Perspective, IMF Working Paper, p.4.



3 労使関係の変化3. 労使関係の変化

労働組合の組織率の趨勢的低下

組織率の低下に伴う 賃金や労働条件決定に対する労組織率の低下に伴う、賃金や労働条件決定に対する労
働組合の交渉力の低下

集団的賃金交渉の侵食（産業別ないし産業横断的な賃集団的賃金交渉の侵食（産業別ないし産業横断的な賃
金交渉から企業レベルへの賃金交渉へのシフト）

集団的賃金交渉：経営者団体と労働組合の交渉・対話集団的賃金交渉：経営者団体と労働組合の交渉 対話
を通じた対立の融和、労働者の権利擁護、賃金格差是
正、マクロ経済的には、内需拡大のビルトインスタビラ
ザイザーとして機能。

労働分配率や実質賃金 低 賃金格→労働分配率や実質賃金の低下、賃金格

差の拡大へ



Source:  European Commission(2006), Industrial Relations in Europe 2006 p.25.



Source: European Foundation for the Improvement of Living and WorkingSource: European Foundation for the Improvement of Living and Working 
Condition（2008）, Impact of globalization on the industrial relations in the 
EU and other major economies,  p.23 . 



Source: European Commission(2007), Employment in Europe 2007, p.250.



4 ヨーロッパの社会モデルの行方4. ヨーロッパの社会モデルの行方

1 ヨーロッパの社会モデルが直面する課題1. ヨ ロッパの社会モデルが直面する課題

2. リスボン戦略とその評価
1 リ ボ 戦略 目標1. リスボン戦略の目標

社会的連帯と世界 高水準の競争力・経済効

率の両立を目指し、完全雇用の達成、就労率

やR&D投資の引き上げを目標に掲げる。アン

グロサクソン型資本主義と異なる独自の社会

モデルを追求。モデルを追求。

2005年に改定、More and Better Jobs!



Source: European Foundation for the Improvement of Living and WorkingSource: European Foundation for the Improvement of Living and Working 
Condition（2008）, Impact of globalization on the industrial relations in the 
EU and other major economies,  p.11. 



Source: European Commission



2 リスボン戦略の成果2. リスボン戦略の成果

雇用創出には一定程度成功、就労率も上昇。しかし、
2010年までの目標達成（4％の失業率、70％の就労2010年までの目標達成（4％の失業率、70％の就労
率）は困難。

雇用の質の面では成果に疑問符。低賃金で低生産雇用の質の面では成果に疑問符。低賃金で低生産
性の非正規雇用の著しい増大。いわゆるワーキング
プアーの増大。貧困リスクにさらされている層の3分

他方 若年お び長期失業 は大きな改善がの1．他方、若年および長期失業には大きな改善が
見られない。R&D投資の比率も低いまま。

社会的連帯の目標にもかかわらず 所得格差拡大社会的連帯の目標にもかかわらず、所得格差拡大
（20％の 富裕層と20％の 貧困層の格差は、
2000年の4 5対1から4 8対1へ）。賃金格差だけでな2000年の4.5対1から4.8対1へ）。賃金格差だけでな

く資産格差も影響（北欧（デンマークを除く）でも、著
しい格差拡大））。



2 Flexicurityアプロ チとその内容2. Flexicurityアプローチとその内容

1. ヨーロッパの社会モデルの理想としての
Flexicurity model!?
Flexicurity (Flexibility＋Security):労働市場のy ( y y)
高い柔軟性＋雇用の保証

2 デンマーク・モデルの構造2. デンマ ク モデルの構造

積極的な労働市場政策を通じた労働者のスキ
ルアップ 就労可能性の引き上げ＋労働市場ルアップ、就労可能性の引き上げ＋労働市場
の規制緩和（雇用保護の緩和、職・地域間での
高い労働力の移動性） 低い失業率 所得格差高い労働力の移動性）。低い失業率、所得格差、
高い労働者のスキル！



Source: European Foundation for the Improvement of Living and WorkingSource: European Foundation for the Improvement of Living and Working 
Condition（2008）, Flexibility and security over the life course, p.2.



S E C i i (2006) E l t i E 2006 79Source: European Commission (2006), Employment in Europe 2006, p.79.



Source:  European Commission(2006a), Industrial Relations in Europe 2006 p.142.



出所 ETUC/CES, BUSINESSEUROPE, UEAPME and CEEP（2007）, Key 
Challenges facing European Labour Markets: A Joint Analysis of European 
Social Partners p.37.



http://ec.europa.eu/employment_social/employment_strategy/pdf/emco_workg
roupflexicurity06_en.pdf



出所 ETUC/CES, BUSINESSEUROPE, UEAPME and CEEP（2007）, Key 
Challenges facing European Labour Markets: A Joint Analysis of European 
Social Partners,  p.23.



Source: European Foundation for the Improvement of Living and Working 
Condition（2007）,  Approaches to Flexicurity: EU models,  p.19. 



3 Flexicurityアプローチと現実の政策との乖離3. Flexicurityアプローチと現実の政策との乖離
EU諸国の労働市場改革は、flexibilityに重点が置かれ、
securityの充実は軽視。ALMPへの支出は、デンマークやオラ

ンダ、スウェーデンなど一部の国を除けば、元々多くないだけで
なく、 近になって低下傾向

経営者団体は ALMPの効果は認めるも コスト負担に慎重経営者団体は、ALMPの効果は認めるも、コスト負担に慎重。
他方で、正規雇用分野で規制緩和を要求。

改定されたリスボン戦略では、よりリベラルな線に沿った、更な
る自由化策や民営化 社会保障制度改革が打ち出されているる自由化策や民営化、社会保障制度改革が打ち出されている。

こうした条件下でのFlexicurityアプローチの進展は、更なる労

働市場の規制緩和を通じて、賃金の抑制をもたらし、社会的連働市場の規制緩和を通じて、賃金の抑制をもたらし、社会的連
帯や労働の質を傷つける恐れ。

EU諸国の多くの国の社会モデルは、ヨーロッパの社会モデル
の理想とされるFlexicurity modelないしスカンジナビア・モデルの理想とされるFlexicurity modelないしスカンジナビア・モデル

よりも、アングロサクソン・モデルへ接近（企業統治や金融市場
の構造でより顕著）



Source: European Commission(2006), Employment in Europe 2006, p.106.



Source: European Foundation for the Improvement of Living and Working 
Condition（2007）,  Approaches to Flexicurity: EU models,  p.49. 



Source: European Foundation for the Improvement of Living and Working 
Condition（2008）, Flexibility and security over the life course, p.11. 



Source: European Foundation for the Improvement of Living and Working 
Condition（2007）,  Approaches to Flexicurity: EU models,  p.51. 



結論

• ヨーロッパ経済の復活は、資本と労働の関係が80
年代以降前者に有利に展開し 90年代半ば以降年代以降前者に有利に展開し、90年代半ば以降、
社会的制約・桎梏から「解き放たれた資本主義」の
展開によってもたらされている。第2次大戦後に確展開によってもたらされている。第2次大戦後に確
立されたヨーロッパの経済・社会構造の変容へ。

• 賃金の抑制、不安定就労の増大の一方で、企業収
益や配当、資産所得は著しく増加、それが活況を支
えている。持続的な賃金上昇に代わり、内外の資産
効果がヨーロッパの成長の牽引車に効果がヨ ロッパの成長の牽引車に。

• サブプライム等に伴う信用収縮による資産価格の
下落に伴い、成長の牽引車が消滅する恐れ。下落に伴い、成長の牽引車が消滅する恐れ。
BRICsや他のエマージングマーケットに活路?


